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  令和４年度技能検定（随時２級、随時３級、基礎級）の実施（職業能力開発課） 
病院局公告 
  一般競争入札の実施（病院局経営企画課） 
  一般競争入札の実施（病院局経営企画課） 
  一般競争入札の実施（病院局経営企画課） 
  一般競争入札の実施（病院局経営企画課） 
  一般競争入札の実施（病院局経営企画課） 
  一般競争入札の実施（病院局経営企画課） 
  一般競争入札の実施（病院局経営企画課） 
  一般競争入札の実施（病院局経営企画課） 
  一般競争入札の実施（病院局経営企画課） 
  一般競争入札の実施（病院局経営企画課） 
  一般競争入札の実施（病院局経営企画課） 
  一般競争入札の実施（病院局経営企画課） 
 

告   示 

◎新潟県告示第254号 

新潟県県税規則（昭和34年新潟県規則第63号）第108条の規定により、次の軽油引取税免税証は亡失した旨の届

出があったので無効とする。 

令和４年３月15日 

新潟県知事  花 角  英 世  

種 類 番 号 枚数 免税軽油引取に係る販売業者 

100リットル N09236569 １ 
南魚沼市下薬師堂51－１ 

城内石油 株式会社 城内東給油所 

 

◎新潟県告示第255号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第88条第１項の規定により、村上市の一部を受益地域とする県営高根川沿

岸地区農業用用排水施設整備（基幹水利施設ストックマネジメント）事業計画の変更をしたので、関係書類を次

のとおり縦覧に供する。 

令和４年３月15日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 縦覧に供する書類の名称 

  県営土地改良事業変更計画書の写し 

２ 縦覧に供する期間 

  令和４年３月16日から令和４年４月13日まで 

３ 縦覧に供する場所 

  村上市役所 

４ その他 

(1) 審査請求について 

この土地改良事業計画の変更について不服がある場合は、縦覧期間満了の日の翌日から起算して15日以内

（以下「不服申立期間」という｡)に、知事に対して審査請求をすることができる。 

  なお、正当な理由があるときは、不服申立期間を経過した後であっても審査請求をすることが認められる

場合がある。 

(2) 土地改良事業計画の変更に対する取消しの訴えについて 

ア この土地改良事業計画の変更については、上記(1)の審査請求のほか、この土地改良事業計画の変更を知

った日（告示日）の翌日から起算して６か月以内に、新潟県を被告として（訴訟において新潟県を代表す

る者は知事となる｡)、土地改良事業計画の変更に対する取消しの訴えを提起することができる。 
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イ また、上記(1)の審査請求をした場合には、土地改良事業計画の変更に対する取消しの訴えは、その審査

請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができる。 

ウ ただし、上記イの期間が経過する前に、その審査請求に対する裁決があった日の翌日から起算して１年

を経過した場合は、土地改良事業計画の変更に対する取消しの訴えを提起することができなくなる。 

    なお、正当な理由があるときは、上記ア（審査請求をした場合にはイ）の期間や審査請求に対する裁決

があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても土地改良事業計画の変更に対する取消しの訴

えを提起することが認められる場合がある。 

 

◎新潟県告示第256号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第87条第１項の規定により、刈羽村の一部を受益地域とする県営新池第２

地区農用地保全施設整備（防災重点農業用ため池緊急整備「地震・豪雨対策型｣)事業計画を定めたので、関係書

類を次のとおり縦覧に供する。 

令和４年３月15日 

        新潟県知事  花 角  英 世  

１ 縦覧に供する書類の名称 

  県営土地改良事業計画書の写し 

２ 縦覧に供する期間 

  令和４年３月16日から令和４年４月13日まで 

３ 縦覧に供する場所 

  刈羽村役場 

４ その他 

(1) 審査請求について 

この土地改良事業計画の策定について不服がある場合は、縦覧期間満了の日の翌日から起算して15日以内

（以下「不服申立期間」という｡)に、知事に対して審査請求をすることができる。 

  なお、正当な理由があるときは、不服申立期間を経過した後であっても審査請求をすることが認められる

場合がある。 

(2) 土地改良事業計画の策定に対する取消しの訴えについて 

ア この土地改良事業計画の策定については、上記(1)の審査請求のほか、この土地改良事業計画の策定を知

った日（告示日）の翌日から起算して６か月以内に、新潟県を被告として（訴訟において新潟県を代表す

る者は知事となる｡)、土地改良事業計画の策定に対する取消しの訴えを提起することができる。 

イ また、上記(1)の審査請求をした場合には、土地改良事業計画の策定に対する取消しの訴えは、その審査

請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができる。 

ウ ただし、上記イの期間が経過する前に、その審査請求に対する裁決があった日の翌日から起算して１年

を経過した場合は、土地改良事業計画の策定に対する取消しの訴えを提起することができなくなる。 

    なお、正当な理由があるときは、上記ア（審査請求をした場合にはイ）の期間や審査請求に対する裁決

があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても土地改良事業計画の策定に対する取消しの訴

えを提起することが認められる場合がある。 

 

◎新潟県告示第257号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第89条の２第９項の規定により、長岡市を地域とする県営区画整理（経営

体育成基盤整備）事業潟地区（第３換地区）に係る換地処分をした。 

令和４年３月15日 

新潟県知事  花 角  英 世 

 

◎新潟県告示第258号 

測量法（昭和24年法律第188号）第14条第１項の規定により、国土交通省国土地理院長から次のとおり基本測量

を実施する旨の通知があったので、同条第３項の規定により公示する。 

令和４年３月15日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 作業種類 基本測量（空中写真撮影・オルソ作成） 

２ 作業期間 令和４年４月12日から令和５年３月31日まで 
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３ 作業地域 三条市、村上市、五泉市、阿賀町 

 

◎新潟県告示第259号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県新潟地域振興局新津地域整備部庶

務課において縦覧に供する。 

令和４年３月15日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 道路の種類 一般国道 

２ 路 線 名 290号 

３ 道路の区域 

区        間 新旧の別 敷 地 の 幅 員 延     長 

 

五泉市石曽根字本村297番１から 

 

同市村松字愛宕原甲2576番８まで 

 

新 

 

8.1～21.6メートル 

 

724.9メートル 

旧 

 

7.8～19.2メートル 

 

725.8メートル 

 

備考 路線の重用 

   一部区間県道新潟村松三川線と重用 

 

◎新潟県告示第260号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、一般国道変更区域の供用を次のとおり開始する。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県新潟地域振興局新津地域整備部庶

務課において縦覧に供する。 

令和４年３月15日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 路 線 名  一般国道 290号 

２ 供用開始の区間 

  五泉市石曽根字本村297番１から同市村松字愛宕原甲2576番８まで 

３ 供用開始の期日  令和４年３月15日 

 

◎新潟県告示第261号 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第７条第１項の規

定により指定した土砂災害警戒区域（平成26年11月11日新潟県告示第1514号）を次のとおり解除する。 

令和４年３月15日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 三条地域振興局管内 

区域の名称 区域の所在地 区域の表示 
土砂災害の発生原因とな 

る自然現象の種類 

北藤内川 西蒲原郡弥彦村上泉 次の図のとおり 土石流 

山吹川 西蒲原郡弥彦村上泉 次の図のとおり 土石流 

 (｢次の図」は省略し、その図面を新潟県土木部砂防課及び新潟県三条地域振興局地域整備部に備え置いて縦

覧に供する｡) 

 

◎新潟県告示第262号 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第７条第１項の規

定により指定した土砂災害警戒区域（平成24年11月９日新潟県告示第1352号）を次のとおり解除する。 
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令和４年３月15日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 三条地域振興局管内 

区域の名称 区域の所在地 区域の表示 
土砂災害の発生原因とな 

る自然現象の種類 

鷲ヶ沢 南蒲原郡田上町川船河 次の図のとおり 土石流 

馬通沢（１） 南蒲原郡田上町川船河 次の図のとおり 土石流 

馬通沢（２） 南蒲原郡田上町川船河 次の図のとおり 土石流 

馬通沢（３） 南蒲原郡田上町川船河 次の図のとおり 土石流 

 (｢次の図」は省略し、その図面を新潟県土木部砂防課及び新潟県三条地域振興局地域整備部に備え置いて縦

覧に供する｡) 

 

◎新潟県告示第263号 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第７条第１項の規

定により指定した土砂災害警戒区域（令和元年５月31日新潟県告示第102号）を次のとおり解除する。 

令和４年３月15日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 三条地域振興局管内 

区域の名称 区域の所在地 区域の表示 
土砂災害の発生原因とな 

る自然現象の種類 

希望ヶ丘－001 加茂市希望ヶ丘 次の図のとおり 土石流 

希望ヶ丘(１) 加茂市希望ヶ丘 次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

 (｢次の図」は省略し、その図面を新潟県土木部砂防課及び新潟県三条地域振興局地域整備部に備え置いて縦

覧に供する｡) 

 

◎新潟県告示第264号 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第７条第１項の規

定により指定した土砂災害警戒区域（平成28年１月12日新潟県告示第79号）を次のとおり解除する。 

令和４年３月15日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 三条地域振興局管内 

区域の名称 区域の所在地 区域の表示 
土砂災害の発生原因とな 

る自然現象の種類 

下保内 三条市下保内 次の図のとおり 地すべり 

 (｢次の図」は省略し、その図面を新潟県土木部砂防課及び新潟県三条地域振興局地域整備部に備え置いて縦

覧に供する｡) 

 

◎新潟県告示第265号 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第７条第１項の規

定により指定した土砂災害警戒区域（平成18年７月21日新潟県告示第1123号）を次のとおり解除する。 

令和４年３月15日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 三条地域振興局管内 
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区域の名称 区域の所在地 区域の表示 
土砂災害の発生原因とな 

る自然現象の種類 

高平沢（１） 三条市小滝高平 次の図のとおり 土石流 

 (｢次の図」は省略し、その図面を新潟県土木部砂防課及び新潟県三条地域振興局地域整備部に備え置いて縦

覧に供する｡) 

 

◎新潟県告示第266号 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第７条第１項の規

定により指定した土砂災害警戒区域（平成27年２月10日新潟県告示第140号）を次のとおり解除する。 

令和４年３月15日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 長岡地域振興局管内 

区域の名称 区域の所在地 区域の表示 
土砂災害の発生原因とな 

る自然現象の種類 

文納沢 長岡市文納 次の図のとおり 土石流 

鴉ヶ島 長岡市鴉ヶ島 次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

鴉ヶ島(２) 長岡市鴉ヶ島 次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

 (｢次の図」は省略し、その図面を新潟県土木部砂防課及び新潟県長岡地域振興局地域整備部に備え置いて縦

覧に供する｡) 

 

◎新潟県告示第267号 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第７条第１項の規

定により指定した土砂災害警戒区域（平成23年11月22日新潟県告示第1395号）を次のとおり解除する。 

令和４年３月15日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 長岡地域振興局管内 

区域の名称 区域の所在地 区域の表示 
土砂災害の発生原因とな 

る自然現象の種類 

城山沢 見附市椿澤町 次の図のとおり 土石流 

椿澤町(２) 見附市椿澤町 次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

 (｢次の図」は省略し、その図面を新潟県土木部砂防課及び新潟県長岡地域振興局地域整備部に備え置いて縦

覧に供する｡) 

 

◎新潟県告示第268号 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第７条第１項の規

定により指定した土砂災害警戒区域（平成23年６月24日新潟県告示第936号）を次のとおり解除する。 

令和４年３月15日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 長岡地域振興局管内 

区域の名称 区域の所在地 区域の表示 
土砂災害の発生原因とな 

る自然現象の種類 

椿田川支渓(２) 長岡市亀崎町 次の図のとおり 土石流 
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椿桂川 長岡市亀崎町 次の図のとおり 土石流 

 (｢次の図」は省略し、その図面を新潟県土木部砂防課及び新潟県長岡地域振興局地域整備部に備え置いて縦

覧に供する｡) 

 

◎新潟県告示第269号 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第７条第１項の規

定により指定した土砂災害警戒区域（平成18年５月16日新潟県告示第863号）を次のとおり解除する。 

令和４年３月15日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 長岡地域振興局管内 

区域の名称 区域の所在地 区域の表示 
土砂災害の発生原因とな 

る自然現象の種類 

寺泊 長岡市寺泊上田町 次の図のとおり 地すべり 

 (｢次の図」は省略し、その図面を新潟県土木部砂防課及び新潟県長岡地域振興局地域整備部に備え置いて縦

覧に供する｡) 

 

◎新潟県告示第270号 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第７条第１項の規

定により指定した土砂災害警戒区域（平成29年３月10日新潟県告示第250号）を次のとおり解除する。 

令和４年３月15日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 長岡地域振興局管内 

区域の名称 区域の所在地 区域の表示 
土砂災害の発生原因とな 

る自然現象の種類 

白岩(１) 長岡市寺泊白岩 次の図のとおり 土石流 

白岩(２) 長岡市寺泊白岩 次の図のとおり 土石流 

 (｢次の図」は省略し、その図面を新潟県土木部砂防課及び新潟県長岡地域振興局地域整備部に備え置いて縦

覧に供する｡) 

 

◎新潟県告示第271号 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第７条第１項の規

定により指定した土砂災害警戒区域（平成26年２月25日新潟県告示第219号）を次のとおり解除する。 

令和４年３月15日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 長岡地域振興局管内 

区域の名称 区域の所在地 区域の表示 
土砂災害の発生原因とな 

る自然現象の種類 

下ノ沢 長岡市山古志東竹沢 次の図のとおり 地すべり 

 (｢次の図」は省略し、その図面を新潟県土木部砂防課及び新潟県長岡地域振興局地域整備部に備え置いて縦

覧に供する｡) 

 

◎新潟県告示第272号 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第７条第１項の規

定により指定した土砂災害警戒区域（平成27年11月６日新潟県告示第1391号）を次のとおり解除する。 
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令和４年３月15日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 長岡地域振興局管内 

区域の名称 区域の所在地 区域の表示 
土砂災害の発生原因とな 

る自然現象の種類 

大貝(２) 長岡市小国町大貝 次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

 (｢次の図」は省略し、その図面を新潟県土木部砂防課及び新潟県長岡地域振興局地域整備部に備え置いて縦

覧に供する｡) 

 

◎新潟県告示第273号 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第７条第１項の規

定により指定した土砂災害警戒区域（平成26年３月７日新潟県告示第297号）を次のとおり解除する。 

令和４年３月15日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 長岡地域振興局管内 

区域の名称 区域の所在地 区域の表示 
土砂災害の発生原因とな 

る自然現象の種類 

岩山 小千谷市大字岩沢 次の図のとおり 地すべり 

 (｢次の図」は省略し、その図面を新潟県土木部砂防課及び新潟県長岡地域振興局地域整備部に備え置いて縦

覧に供する｡) 

 

◎新潟県告示第274号 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第７条第１項の規

定により指定した土砂災害警戒区域（平成24年６月26日新潟県告示第824号）を次のとおり解除する。 

令和４年３月15日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 長岡地域振興局管内 

区域の名称 区域の所在地 区域の表示 
土砂災害の発生原因とな 

る自然現象の種類 

薬師山 小千谷市大字南荷頃 次の図のとおり 地すべり 

蘭木 小千谷市大字南荷頃 次の図のとおり 地すべり 

 (｢次の図」は省略し、その図面を新潟県土木部砂防課及び新潟県長岡地域振興局地域整備部に備え置いて縦

覧に供する｡) 

 

◎新潟県告示第275号 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第７条第１項の規

定により指定した土砂災害警戒区域（平成24年６月８日新潟県告示第775号）を次のとおり解除する。 

令和４年３月15日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 長岡地域振興局管内 

区域の名称 区域の所在地 区域の表示 
土砂災害の発生原因とな 

る自然現象の種類 

荒谷 長岡市川口荒谷 次の図のとおり 地すべり 

 (｢次の図」は省略し、その図面を新潟県土木部砂防課及び新潟県長岡地域振興局地域整備部に備え置いて縦

覧に供する｡) 

 



第20号 新  潟  県  報 令和４年３月15日(火) 

9 

◎新潟県告示第276号 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第７条第１項の規

定により指定した土砂災害警戒区域（平成25年11月19日新潟県告示第1320号）を次のとおり解除する。 

令和４年３月15日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 長岡地域振興局管内 

区域の名称 区域の所在地 区域の表示 
土砂災害の発生原因とな 

る自然現象の種類 

塩谷(２) 小千谷市大字塩谷 次の図のとおり 地すべり 

 (｢次の図」は省略し、その図面を新潟県土木部砂防課及び新潟県長岡地域振興局地域整備部に備え置いて縦

覧に供する｡) 

 

◎新潟県告示第277号 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第７条第１項の規

定により指定した土砂災害警戒区域（平成23年３月１日新潟県告示第205号）を次のとおり解除する。 

令和４年３月15日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 柏崎地域振興局管内 

区域の名称 区域の所在地 区域の表示 
土砂災害の発生原因とな 

る自然現象の種類 

砂田 柏崎市西山町別山 次の図のとおり 地すべり 

 (｢次の図」は省略し、その図面を新潟県土木部砂防課及び新潟県柏崎地域振興局地域整備部に備え置いて縦

覧に供する｡) 

 

◎新潟県告示第278号 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第７条第１項の規

定により指定した土砂災害警戒区域（平成27年３月20日新潟県告示第361号）を次のとおり解除する。 

令和４年３月15日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 柏崎地域振興局管内 

区域の名称 区域の所在地 区域の表示 
土砂災害の発生原因とな 

る自然現象の種類 

黒川 刈羽郡刈羽村大字黒川 次の図のとおり 地すべり 

 (｢次の図」は省略し、その図面を新潟県土木部砂防課及び新潟県柏崎地域振興局地域整備部に備え置いて縦

覧に供する｡) 

 

◎新潟県告示第279号 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第９条第８項の規

定により、次の土砂災害特別警戒区域（平成26年11月11日新潟県告示第1515号）の指定を解除する。 

令和４年３月15日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 三条地域振興局管内 

区域の名称 区域の所在地 

区域の表示及び当該自

然現象により建築物に

作用すると想定される

衝撃に関する事項 

土砂災害の発生原因とな 

る自然現象の種類 
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北藤内川 西蒲原郡弥彦村上泉 次の図のとおり 土石流 

山吹川 西蒲原郡弥彦村上泉 次の図のとおり 土石流 

 (｢次の図」は省略し、その図面を新潟県土木部砂防課及び新潟県三条地域振興局地域整備部に備え置いて縦

覧に供する｡) 

 

◎新潟県告示第280号 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第９条第８項の規

定により、次の土砂災害特別警戒区域（平成24年11月９日新潟県告示第1353号）の指定を解除する。 

令和４年３月15日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 三条地域振興局管内 

区域の名称 区域の所在地 

区域の表示及び当該自

然現象により建築物に

作用すると想定される

衝撃に関する事項 

土砂災害の発生原因とな 

る自然現象の種類 

鷲ヶ沢 南蒲原郡田上町川船河 次の図のとおり 土石流 

馬通沢（２） 南蒲原郡田上町川船河 次の図のとおり 土石流 

馬通沢（３） 南蒲原郡田上町川船河 次の図のとおり 土石流 

 (｢次の図」は省略し、その図面を新潟県土木部砂防課及び新潟県三条地域振興局地域整備部に備え置いて縦

覧に供する｡) 

 

◎新潟県告示第281号 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第９条第８項の規

定により、次の土砂災害特別警戒区域（令和元年５月31日新潟県告示第103号）の指定を解除する。 

令和４年３月15日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 三条地域振興局管内 

区域の名称 区域の所在地 

区域の表示及び当該自

然現象により建築物に

作用すると想定される

衝撃に関する事項 

土砂災害の発生原因とな 

る自然現象の種類 

希望ヶ丘－001 加茂市希望ヶ丘 次の図のとおり 土石流 

希望ヶ丘(１) 加茂市希望ヶ丘 次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

 (｢次の図」は省略し、その図面を新潟県土木部砂防課及び新潟県三条地域振興局地域整備部に備え置いて縦

覧に供する｡) 

 

◎新潟県告示第282号 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第９条第８項の規

定により、次の土砂災害特別警戒区域（平成27年２月10日新潟県告示第141号）の指定を解除する。 

令和４年３月15日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 長岡地域振興局管内 
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区域の名称 区域の所在地 

区域の表示及び当該自

然現象により建築物に

作用すると想定される

衝撃に関する事項 

土砂災害の発生原因とな 

る自然現象の種類 

鴉ヶ島 長岡市鴉ヶ島 次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

鴉ヶ島(２) 長岡市鴉ヶ島 次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

 (｢次の図」は省略し、その図面を新潟県土木部砂防課及び新潟県長岡地域振興局地域整備部に備え置いて縦

覧に供する｡) 

 

◎新潟県告示第283号 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第９条第８項の規

定により、次の土砂災害特別警戒区域（平成23年11月22日新潟県告示第1396号）の指定を解除する。 

令和４年３月15日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 長岡地域振興局管内 

区域の名称 区域の所在地 

区域の表示及び当該自

然現象により建築物に

作用すると想定される

衝撃に関する事項 

土砂災害の発生原因とな 

る自然現象の種類 

椿澤町(２) 見附市椿澤町 次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

 (｢次の図」は省略し、その図面を新潟県土木部砂防課及び新潟県長岡地域振興局地域整備部に備え置いて縦

覧に供する｡) 

 

◎新潟県告示第284号 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第９条第８項の規

定により、次の土砂災害特別警戒区域（平成23年６月24日新潟県告示第937号）の指定を解除する。 

令和４年３月15日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 長岡地域振興局管内 

区域の名称 区域の所在地 

区域の表示及び当該自

然現象により建築物に

作用すると想定される

衝撃に関する事項 

土砂災害の発生原因とな 

る自然現象の種類 

椿田川支渓(２) 長岡市亀崎町 次の図のとおり 土石流 

 (｢次の図」は省略し、その図面を新潟県土木部砂防課及び新潟県長岡地域振興局地域整備部に備え置いて縦

覧に供する｡) 

 

◎新潟県告示第285号 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第９条第８項の規

定により、次の土砂災害特別警戒区域（平成29年３月10日新潟県告示第251号）の指定を解除する。 

令和４年３月15日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 長岡地域振興局管内 
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区域の名称 区域の所在地 

区域の表示及び当該自

然現象により建築物に

作用すると想定される

衝撃に関する事項 

土砂災害の発生原因とな 

る自然現象の種類 

白岩(２) 長岡市寺泊白岩 次の図のとおり 土石流 

 (｢次の図」は省略し、その図面を新潟県土木部砂防課及び新潟県長岡地域振興局地域整備部に備え置いて縦

覧に供する｡) 

 

◎新潟県告示第286号 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第９条第８項の規

定により、次の土砂災害特別警戒区域（平成27年11月６日新潟県告示第1392号）の指定を解除する。 

令和４年３月15日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 長岡地域振興局管内 

区域の名称 区域の所在地 

区域の表示及び当該自

然現象により建築物に

作用すると想定される

衝撃に関する事項 

土砂災害の発生原因とな 

る自然現象の種類 

大貝(２) 長岡市小国町大貝 次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

 (｢次の図」は省略し、その図面を新潟県土木部砂防課及び新潟県長岡地域振興局地域整備部に備え置いて縦

覧に供する｡) 

 

◎新潟県告示第287号 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第７条第１項の規

定により、次の区域を土砂災害警戒区域として指定する。 

令和４年３月15日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 新潟地域振興局管内 

区域の名称 区域の所在地 区域の表示 
土砂災害の発生原因とな

る自然現象の種類 

北藤内川 
西蒲原郡弥彦村上泉 

新潟市西蒲区石瀬 
次の図のとおり 土石流 

山吹川 
西蒲原郡弥彦村上泉 

新潟市西蒲区石瀬 
次の図のとおり 土石流 

(｢次の図」は省略し、その図面を新潟県土木部砂防課及び新潟県新潟地域振興局地域整備部に備え置いて縦

覧に供する｡) 

２ 三条地域振興局管内 

区域の名称 区域の所在地 区域の表示 
土砂災害の発生原因とな

る自然現象の種類 

北藤内川 
西蒲原郡弥彦村上泉 

新潟市西蒲区石瀬 
次の図のとおり 土石流 

山吹川 
西蒲原郡弥彦村上泉 

新潟市西蒲区石瀬 
次の図のとおり 土石流 

鷲ケ沢 
南蒲原郡田上町川船河 

加茂市上条 
次の図のとおり 土石流 
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希望ヶ丘－001 
加茂市希望ヶ丘 

南蒲原郡田上町川船河 
次の図のとおり 土石流 

希望ヶ丘(１) 
加茂市希望ヶ丘 

南蒲原郡田上町川船河 
次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

馬通沢(１) 
南蒲原郡田上町川船河 

加茂市上条 
次の図のとおり 土石流 

馬通沢(２) 
南蒲原郡田上町川船河 

加茂市上条 
次の図のとおり 土石流 

馬通沢(３) 
南蒲原郡田上町川船河 

加茂市上条 
次の図のとおり 土石流 

下保内 
三条市下保内 

加茂市下条 
次の図のとおり 地すべり 

高平沢（１） 
三条市小滝高平 

見附市小栗山 
次の図のとおり 土石流 

寺泊 
長岡市寺泊上田町 

燕市渡部 
次の図のとおり 地すべり 

白岩(１) 
長岡市寺泊白岩 

燕市渡部 
次の図のとおり 土石流 

白岩(２) 
長岡市寺泊白岩 

燕市渡部 
次の図のとおり 土石流 

(｢次の図」は省略し、その図面を新潟県土木部砂防課及び新潟県三条地域振興局地域整備部に備え置いて縦

覧に供する｡) 

３ 長岡地域振興局管内 

区域の名称 区域の所在地 区域の表示 
土砂災害の発生原因とな

る自然現象の種類 

文納沢 
長岡市文納 

見附市杉澤町 
次の図のとおり 土石流 

鴉ヶ島 
長岡市鴉ヶ島 

見附市杉澤町 
次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

鴉ヶ島(２) 
長岡市鴉ヶ島 

見附市杉澤町 
次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

城山沢 
見附市椿澤町 

長岡市亀崎町 
次の図のとおり 土石流 

椿澤町(２) 
見附市椿澤町 

長岡市亀崎町 
次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

椿田川支渓(２) 
長岡市亀崎町 

見附市椿澤町 
次の図のとおり 土石流 

椿桂川 
長岡市亀崎町 

見附市椿澤町 
次の図のとおり 土石流 

寺泊 
長岡市寺泊上田町 

燕市渡部 
次の図のとおり 地すべり 

白岩(１) 
長岡市寺泊白岩 

燕市渡部 
次の図のとおり 土石流 

白岩(２) 
長岡市寺泊白岩 

燕市渡部 
次の図のとおり 土石流 

下ノ沢 
長岡市山古志東竹沢 

小千谷市大字塩谷 
次の図のとおり 地すべり 

大貝(２) 
長岡市小国町大貝 

十日町市小白倉 
次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 
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岩山 
小千谷市大字岩沢 

十日町市下組 
次の図のとおり 地すべり 

薬師山 
小千谷市大字南荷頃 

長岡市川口荒谷 
次の図のとおり 地すべり 

蘭木 
小千谷市大字南荷頃 

長岡市川口荒谷 
次の図のとおり 地すべり 

荒谷 
長岡市川口荒谷 

小千谷市大字南荷頃 
次の図のとおり 地すべり 

塩谷(２) 
小千谷市大字塩谷 

長岡市山古志竹沢、川口峠 
次の図のとおり 地すべり 

高平沢（１） 
三条市小滝高平 

見附市小栗山 
次の図のとおり 土石流 

砂田 
柏崎市西山町別山 

三島郡出雲崎町大字市野坪 
次の図のとおり 地すべり 

黒川 
刈羽郡刈羽村大字黒川 

長岡市大積田代町 
次の図のとおり 地すべり 

(｢次の図」は省略し、その図面を新潟県土木部砂防課及び新潟県長岡地域振興局地域整備部に備え置いて縦

覧に供する｡) 

４ 十日町地域振興局管内 

区域の名称 区域の所在地 区域の表示 
土砂災害の発生原因とな

る自然現象の種類 

大貝(２) 
長岡市小国町大貝 

十日町市小白倉 
次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

岩山 
小千谷市大字岩沢 

十日町市下組 
次の図のとおり 地すべり 

(｢次の図」は省略し、その図面を新潟県土木部砂防課及び新潟県十日町地域振興局地域整備部に備え置いて

縦覧に供する｡) 

５ 柏崎地域振興局管内 

区域の名称 区域の所在地 区域の表示 
土砂災害の発生原因とな

る自然現象の種類 

砂田 
柏崎市西山町別山 

三島郡出雲崎町大字市野坪 
次の図のとおり 地すべり 

黒川 
刈羽郡刈羽村大字黒川 

長岡市大積田代町 
次の図のとおり 地すべり 

(｢次の図」は省略し、その図面を新潟県土木部砂防課及び新潟県柏崎地域振興局地域整備部に備え置いて縦

覧に供する｡) 

 

◎新潟県告示第288号 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第９条第１項の規

定により、次の区域を土砂災害特別警戒区域として指定する。 

令和４年３月15日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 新潟地域振興局管内 

区域の名称 区域の所在地 

区域の表示及び当該自

然現象により建築物に

作用すると想定される

衝撃に関する事項 

土砂災害の発生原因とな

る自然現象の種類 
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北藤内川 
西蒲原郡弥彦村上泉 

新潟市西蒲区石瀬 
次の図のとおり 土石流 

山吹川 
西蒲原郡弥彦村上泉 

新潟市西蒲区石瀬 
次の図のとおり 土石流 

(｢次の図」は省略し、その図面を新潟県土木部砂防課及び新潟県新潟地域振興局地域整備部に備え置いて縦

覧に供する｡) 

２ 三条地域振興局管内 

区域の名称 区域の所在地 

区域の表示及び当該自

然現象により建築物に

作用すると想定される

衝撃に関する事項 

土砂災害の発生原因とな

る自然現象の種類 

北藤内川 
西蒲原郡弥彦村上泉 

新潟市西蒲区石瀬 
次の図のとおり 土石流 

山吹川 
西蒲原郡弥彦村上泉 

新潟市西蒲区石瀬 
次の図のとおり 土石流 

鷲ケ沢 
南蒲原郡田上町川船河 

加茂市上条 
次の図のとおり 土石流 

希望ヶ丘－001 
加茂市希望ヶ丘 

南蒲原郡田上町川船河 
次の図のとおり 土石流 

希望ヶ丘(１) 
加茂市希望ヶ丘 

南蒲原郡田上町川船河 
次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

馬通沢(２) 
南蒲原郡田上町川船河 

加茂市上条 
次の図のとおり 土石流 

馬通沢(３) 
南蒲原郡田上町川船河 

加茂市上条 
次の図のとおり 土石流 

白岩(２) 
長岡市寺泊白岩 

燕市渡部 
次の図のとおり 土石流 

(｢次の図」は省略し、その図面を新潟県土木部砂防課及び新潟県三条地域振興局地域整備部に備え置いて縦

覧に供する｡) 

３ 長岡地域振興局管内 

区域の名称 区域の所在地 

区域の表示及び当該自

然現象により建築物に

作用すると想定される

衝撃に関する事項 

土砂災害の発生原因とな

る自然現象の種類 

鴉ヶ島 
長岡市鴉ヶ島 

見附市杉澤町 
次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

鴉ヶ島(２) 
長岡市鴉ヶ島 

見附市杉澤町 
次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

椿澤町(２) 
見附市椿澤町 

長岡市亀崎町 
次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

椿田川支渓(２) 
長岡市亀崎町 

見附市椿澤町 
次の図のとおり 土石流 

白岩(２) 
長岡市寺泊白岩 

燕市渡部 
次の図のとおり 土石流 

大貝(２) 
長岡市小国町大貝 

十日町市小白倉 
次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

(｢次の図」は省略し、その図面を新潟県土木部砂防課及び新潟県長岡地域振興局地域整備部に備え置いて縦

覧に供する｡) 

４ 十日町地域振興局管内 
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区域の名称 区域の所在地 

区域の表示及び当該自

然現象により建築物に

作用すると想定される

衝撃に関する事項 

土砂災害の発生原因とな

る自然現象の種類 

大貝(２) 
長岡市小国町大貝 

十日町市小白倉 
次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

(｢次の図」は省略し、その図面を新潟県土木部砂防課及び新潟県十日町地域振興局地域整備部に備え置いて

縦覧に供する｡) 

 

◎新潟県告示第289号 

都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項において準用する同法第20条第２項の規定により、都市計画

の図書の写しを次のとおり縦覧に供する。 

令和４年３月15日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 変更に係わる都市計画の種類及び名称 

 種類 上越都市計画地区計画（上越市決定） 

 名称 春日山地区地区計画 

２ 縦覧の場所 

 新潟県土木部都市局都市政策課 

 

◎新潟県告示第290号 

都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項において準用する同法第20条第２項の規定により、都市計画

の図書の写しを次のとおり縦覧に供する。 

令和４年３月15日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 変更に係わる都市計画の種類及び名称 

 種類 上越都市計画地区計画（上越市決定） 

 名称 土橋北地区地区計画 

２ 縦覧の場所 

 新潟県土木部都市局都市政策課 

 

◎新潟県告示第291号 

都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項において準用する同法第20条第２項の規定により、都市計画

の図書の写しを次のとおり縦覧に供する。 

令和４年３月15日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 変更に係わる都市計画の種類及び名称 

 種類 上越都市計画道路（上越市決定） 

 名称 ３・４・15号 春日新田石橋線  

    ３・５・29号 善光寺浜線  

２ 縦覧の場所 

 新潟県土木部都市局都市政策課 

 

◎新潟県告示第292号 

新潟県営住宅条例（昭和35年新潟県条例第６号）第15条第２項の規定により、公営住宅法施行令（昭和26年政

令第240号）第２条第１項第４号に規定する数値（令和３年２月新潟県告示第207号）を次のとおり改め、令和４

年４月１日から実施する。 

令和４年３月15日 

新潟県知事  花 角  英 世 

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分（以下「改正表」という｡)に対応する次の表の改正後の欄の表

中太線で囲まれた部分（以下「改正後表」という｡)が存在する場合には当該改正表を当該改正後表に改め、改正
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表に対応する改正後表が存在しない場合には当該改正表を削る。 

改 正 後 改 正 前 

   

住宅名 棟 利便性係数 

（略） 

 上新栄町  １号棟 0.9811 

  ２号棟 0.9811 

  ３号棟 0.9811 

  ４号棟 0.9811 

（略） 

上除 （略） 

 Ｆ－１号棟 0.9982 

（略） 

 寿町 （略） 

  Ｂ号棟 0.9764 

（略） 

 夷浜  Ａ号棟 0.9786 

  Ｂ号棟 0.9786 

  Ｃ号棟 0.9786 

  Ｄ号棟 0.9786 

（略） 

 南新町  Ａ号棟 0.9906 

  Ｂ号棟 0.9906 

  Ｃ号棟 1.0000 

  Ｄ号棟 0.9906 

（略） 

 南四日町  １号棟 0.9943 

  （略） 

  ２号棟 0.9943 

  （略） 

  ３号棟 0.9943 

  （略） 

  ４号棟 0.9943 

  （略） 

 北入蔵  １号棟 0.9973 

  （略） 

  ２号棟 0.9973 

  （略） 

  ３号棟 0.9973 

  （略） 

  ４号棟 0.9973 

  （略） 

 西大崎  １号棟 0.9726 

  （略） 

  ２号棟 0.9726 

 

住宅名 棟 利便性係数 

（略） 

 上新栄町  １号棟 0.9860 

  ２号棟 0.9860 

  ３号棟 0.9860 

  ４号棟 0.9860 

（略） 

上除 （略） 

 Ｆ－１号棟 1.0000 

（略） 

 寿町 （略） 

  Ｂ号棟 0.9758 

（略） 

 夷浜  Ａ号棟 0.9830 

  Ｂ号棟 0.9830 

  Ｃ号棟 0.9830 

  Ｄ号棟 0.9830 

（略） 

 南新町  Ａ号棟 0.9959 

  Ｂ号棟 0.9959 

  Ｃ号棟 0.9959 

  Ｄ号棟 0.9959 

（略） 

 南四日町  １号棟 0.9932 

  （略） 

  ２号棟 0.9932 

  （略） 

  ３号棟 0.9932 

  （略） 

  ４号棟 0.9932 

  （略） 

 北入蔵  １号棟 0.9949 

  （略） 

  ２号棟 0.9949 

  （略） 

  ３号棟 0.9949 

  （略） 

  ４号棟 0.9949 

  （略） 

 西大崎  １号棟 0.9739 

  （略） 

  ２号棟 0.9739 



令和４年３月15日(火) 新  潟  県  報 第20号 

18 

  （略） 

  ４号棟 0.9726 

  （略） 

  ５号棟 0.9683 

  （略） 

  ６号棟 0.9683 

  （略） 

  ７号棟 0.9683 

  （略） 

（略） 

 緑ヶ丘  １号棟 0.9537 

  ２号棟 0.9629 

 松波町  １号棟 0.9424 

  ２号棟 0.9424 

  ３号棟 0.9424 

  ４号棟 0.9424 

  ５号棟 0.9424 

（略） 

 元中子  １号棟 0.9922 

  ２号棟 0.9922 

   

（略）   

 

 八幡  １号棟 0.9492 

  ２号棟 0.9492 

（略） 

 大黒沢  １号棟 0.9862 

  ２号棟 0.9462 

  0.9862 

  ３号棟 0.9462 

  ５号棟 0.9462 

  ７号棟 0.9462 

  ９号棟 0.9462 

  10号棟 0.9462 

  0.9862 

（略） 

今町  Ｂ号棟 0.9742 

緑町  １号棟 0.9435 

 ２号棟 0.9435 

（略） 

 堤下  １号棟 0.9466 

  0.9866 

 ３号棟 0.9466 

 0.9866 

 小関  １号棟 0.9056 

（略） 

  （略） 

  ４号棟 0.9739 

  （略） 

  ５号棟 0.9739 

  （略） 

  ６号棟 0.9739 

  （略） 

  ７号棟 0.9739 

  （略） 

（略） 

 緑ヶ丘  １号棟 0.9586 

  ２号棟 0.9686 

 松波町  １号棟 0.9422 

  ２号棟 0.9422 

  ３号棟 0.9422 

  ４号棟 0.9422 

  ５号棟 0.9422 

（略） 

 元中子  １号棟 0.9935 

  ２号棟 0.9935 

（略）   

 千刈  ２号棟 1.0000 

（略） 

 八幡  １号棟 0.9523 

  ２号棟 0.9523 

（略） 

 大黒沢  １号棟 0.9882 

  ２号棟 0.9482 

  0.9882 

  ３号棟 0.9482 

  ５号棟 0.9482 

  ７号棟 0.9482 

  ９号棟 0.9482 

  10号棟 0.9482 

  0.9882 

（略） 

今町  Ｂ号棟 0.9748 

緑町  １号棟 0.9442 

 ２号棟 0.9442 

（略） 

 堤下  １号棟 0.9197 

  0.9597 

３号棟 0.9197 

 0.9597 

 小関  １号棟 0.9040 

（略） 
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 花園町  １号棟 0.9443 

  0.9843 

  ２号棟 0.9443 

（略） 

 横町  １号棟 0.9812 

（略） 

 ２号棟 0.9812 

（略） 

 寺地  Ａ号棟 0.9889 

  Ｂ号棟 0.9889 

  Ｃ号棟 0.9889 

（略） 
 

 花園町  １号棟 0.9473 

  0.9873 

  ２号棟 0.9473 

（略） 

 横町  １号棟 0.9823 

（略） 

 ２号棟 0.9823 

（略） 

 寺地  Ａ号棟 0.9885 

  Ｂ号棟 0.9885 

  Ｃ号棟 0.9885 

（略） 
 

（略） （略） 

 

 

公   告 

大規模小売店舗の届出に対する市町村等の意見について（公告） 

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第８条第１項及び第２項の規定による市町村等の意見の概要を

次のとおり公表する。 

令和４年３月15日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 大規模小売店舗の名称、所在地及び設置者 

名 称 花園ショッピングセンター 

所在地 長岡市花園南１丁目13番地 外 

設置者 株式会社原信 

２ 届出の概要及び公告日 

概 要 大規模小売店舗立地法第６条第２項の規定による変更（荷さばき施設の位置、廃棄物等の保管施設

の位置）に関する届出 

公告日 令和３年11月５日 

３ 意見の概要 

(1) 長岡市からの意見の概要 

意見なし 

(2) 居住者等の意見の概要 

意見書の提出はなかった。 

４ 縦覧場所 

新潟県産業労働部地域産業振興課 

５ 縦覧期間 

令和４年３月15日から令和４年４月15日まで 

 

令和４年度技能検定（随時２級、随時３級、基礎級）の実施について（公告） 

職業能力開発促進法施行規則（昭和44年労働省令24号）第66条第３項の規定に基づき、技能検定の実施につい

て次のとおり公示する。 

令和４年３月15日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 等級別実施職種 

(1) 随時２級 

   鋳造（鋳鉄鋳物鋳造に係るものに限る｡)、機械加工、金属プレス加工、鉄工、建築板金（内外装板金に係
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るものに限る｡)、工場板金、めっき（電気めっきに係るものに限る｡)、仕上げ、電子機器組立て、電気機器

組立て（配電盤・制御盤組立てに係るものに限る｡)、プリント配線板製造（プリント配線板製造に係るもの

に限る｡)、婦人子供服製造、家具製作、印刷、製本、プラスチック成形（射出成形に係るものに限る｡)、パ

ン製造、ハム・ソーセージ・ベーコン製造、水産練り製品製造、建築大工、とび、型枠施工、鉄筋施工、防

水施工、内装仕上げ施工（ボード仕上げ工事に係るものに限る｡)、熱絶縁施工、塗装（建築塗装、金属塗装

及び噴霧塗装に係るものに限る｡)及び工業包装 

(2) 随時３級 

  さく井、鋳造、鍛造、機械加工、金属プレス加工、鉄工、建築板金、工場板金、めっき、アルミニウム陽

極酸化処理、仕上げ、機械検査、ダイカスト（コールドチャンバダイカストに係るものに限る｡)、電子機器

組立て、電気機器組立て（回転電機組立て及び配電盤・制御盤組立てに係るものに限る｡)、プリント配線板

製造（プリント配線板製造に係るものに限る｡)、冷凍空気調和機器施工、染色（糸浸染に係るものに限る｡)、

ニット製品製造（靴下製造に係るものに限る｡)、婦人子供服製造、紳士服製造、寝具製作、家具製作、建具

製作、紙器・段ボール箱製造（印刷箱打抜き及び印刷箱製箱に係るものに限る｡)、印刷、製本、プラスチッ

ク成形（射出成形に係るものに限る｡)、強化プラスチック成形、パン製造、ハム・ソーセージ・ベーコン製

造、水産練り製品製造、建築大工、かわらぶき、とび、左官、配管、型枠施工、鉄筋施工、コンクリート圧

送施工、防水施工、内装仕上げ施工（ボード仕上げ工事に係るものに限る｡)、熱絶縁施工、サッシ施工、表

装、塗装（建築塗装、金属塗装及び噴霧塗装に係るものに限る｡)及び工業包装 

(3) 基礎級 

  さく井、鋳造、鍛造、機械加工、金属プレス加工、鉄工、建築板金、工場板金、めっき、アルミニウム陽

極酸化処理、仕上げ、機械検査、ダイカスト（コールドチャンバダイカストに係るものに限る｡)、電子機器

組立て、電気機器組立て（回転電機組立て及び配電盤・制御盤組立てに係るものに限る｡)、プリント配線板

製造（プリント配線板製造に係るものに限る｡)、冷凍空気調和機器施工、染色（糸浸染に係るものに限る｡)、

ニット製品製造（靴下製造に係るものに限る｡)、婦人子供服製造、紳士服製造、寝具製作、家具製作、建具

製作、紙器・段ボール箱製造（印刷箱打抜き及び印刷箱製箱に係るものに限る｡)、印刷、製本、プラスチッ

ク成形（射出成形に係るものに限る｡)、強化プラスチック成形、パン製造、ハム・ソーセージ・ベーコン製

造、水産練り製品製造、建築大工、かわらぶき、とび、左官、配管、型枠施工、鉄筋施工、コンクリート圧

送施工、防水施工、内装仕上げ施工（ボード仕上げ工事に係るものに限る｡)、熱絶縁施工、サッシ施工、表

装、塗装（建築塗装、金属塗装及び噴霧塗装に係るものに限る｡)及び工業包装 

２ 試験の方法 

  試験は実技試験及び学科試験によって行う。 

３ 技能検定受検手数料、試験実施期日及び実施場所等 

(1) 実技試験 

ア 手数料 

    17,300円（ただし、機械検査及び婦人子供服製造については14,300円） 

イ 実施期日 

  実技試験は、令和４年４月１日（金）から令和５年３月31日（金）までの間において、別途新潟県職業

能力開発協会が指定する日に行う。 

ウ 実施場所 

  実技試験の実施場所は、別途新潟県職業能力開発協会から通知する。 

エ 問題の公表 

  実技試験問題は、あらかじめ受検申請者あてに送付する｡(ただし、検定職種によっては試験問題の全部

又は一部を公表しないものがある｡） 

(2) 学科試験 

ア 手数料 

   3,100円 

イ 実施期日 

  学科試験は、令和４年４月１日（金）から令和５年３月31日（金）までの間において、別途新潟県職業

能力開発協会が指定する日に行う。 

ウ 実施場所 

  学科試験の実施場所は、別途新潟県職業能力開発協会から通知する。 

４ 受検申請の手続 
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(1) 提出書類等 

ア 技能検定受検申請書（以下「申請書」という｡) 

イ 手数料 

(2) 提出先 

新潟県職業能力開発協会 

所在地 〒950－0965 新潟市中央区新光町15番地２（新潟県公社総合ビル４階） 

電 話 025－283－2155 

(3) 受付期間 

原則として、技能検定試験の受検を希望する時期の30日前まで受け付ける。 

(4) 受検申請に関する注意 

ア 技能検定は、働く方々の職業能力を評価する試験なので、受検するためには原則として一定の実務経験

若しくは技能実習が必要となる。 

イ 随時２級に掲げる職種の試験については、当該職種に係る随時３級の実技試験及び基礎級又は職業能力

開発促進法施行規則及び職業能力開発促進法第47条第１項に規定する指定試験機関の指定に関する省令を

一部改正する省令（平成29年厚生労働省令第57号）第１条の規定による改正前の職業能力開発促進法施行

規則第61条に規定する基礎１級若しくは基礎２級に合格した者に限り受けることができる。 

ウ 随時３級に掲げる職種の試験については、当該職種に係る基礎級又は職業能力開発促進法施行規則及び

職業能力開発促進法第47条第１項に規定する指定試験機関の指定に関する省令を一部改正する省令（平成

29年厚生労働省令第57号）第１条の規定による改正前の職業能力開発促進法施行規則第61条に規定する基

礎一級若しくは基礎二級に合格した者に限り受けることができる。 

エ 申請書の用紙は、新潟県職業能力開発協会で交付する。なお、申請書の用紙の郵送を求める場合は、新

潟県職業能力開発協会へ問い合わせること。 

オ 申請書は書留郵便で郵送し、封筒の表面に「技能検定受検申請書在中」と朱書すること。 

５ 手数料の納入方法 

 実技試験の手数料の額（前記３の(1)のアに定められた額）及び学科試験の手数料の額（3,100円）を申請書

に添えて納入すること。 

６ 合格者の発表等 

(1) 合格者の発表 

技能検定合格証書の交付をもって行う。 

(2) 実技試験又は学科試験の合格通知 

実技試験又は学科試験のいずれかに合格したものについては、新潟県職業能力開発協会が書面で通知する。 

(3) 技能検定合格証書等の交付 

技能検定合格者には、新潟県知事名の合格証書が交付される。 

このほか、厚生労働大臣から、随時２級及び随時３級の技能検定の合格者に対し、合格した等級の技能士

章が交付される。 

７ その他 

  本公告の随時２級、随時３級、基礎級の技能検定は、外国人を対象とした「研修成果の評価」又は「修得技

能等の認定」に活用されるものである。 

技能検定の詳細については、新潟県職業能力開発協会（電話025－283－2155）又は新潟県産業労働部職業能

力開発課（令和４年度から雇用能力開発課)(電話025－280－5263）へ問い合わせること。 

 

病院局公告 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、眼底カメラ画像ファイリング装置の購入につ

いて、次のとおり一般競争入札を行う。 

令和４年３月15日 

新潟県立坂町病院長 本間 則行  

１ 入札に付する事項 

(1) 購入等件名及び数量 
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眼底カメラ画像ファイリング装置 一式 

(2) 調達案件の仕様等 

入札説明書による。 

(3) 納入期限 

令和４年５月31日（火） 

(4) 納入場所 

新潟県立坂町病院 

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当 

 該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの 

 で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった 

 金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

(3) 新潟県物品等入札参加資格者名簿の営業種目「機械類」に登載されている者であること。 

(4) 新潟県暴力団排除条例第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を

有する者でないこと。 

(5) 本調達に係る入札説明書の交付を受けていること。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

郵便番号 959－3193 

新潟県村上市下鍜冶屋589番地 

新潟県立坂町病院経営課 

電話番号 0254－62－3111 内線422 

(2) 入札説明書の交付方法 

本公告の日から前記３(1)の交付場所で交付する。 

(3) 応札仕様書の提出期限 

令和４年３月23日（水）午後５時00分 

４ 入札、開札の日時及び場所 

令和４年３月28日（月）午後１時20分 

新潟県立坂町病院 講堂 

５ その他 

(1) 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県 

 病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第186条第３項第１号又は第３号に該当する場合は、免除する。 

(4) 入札者に要求される事項 

この一般競争入札に参加を希望する者は、新潟県立坂町病院の交付する入札説明書に基づき応札仕様書を

作成し、前記３(3)により提出しなければならない。 

なお、提出された書類について、説明を求められた場合は、これに応じなければならない。 

(5) 入札の無効 

本公告に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ

を無効とする。 

(6) 契約書作成の要否 要 

(7) 落札者の決定方法 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の 

 規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす 
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 る。 

(8) 契約の停止等 

  当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

  また、令和４年度新潟県病院事業関係予算が議決されなかった等の場合、本件調達の手続きについて停止

の措置を行うことがある。 

(9) その他 

 ア 契約の締結に際しては､｢暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない｡(提出がないとき

は、契約を締結しない場合がある｡) 

 イ 詳細は入札説明書による。 

 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、糖尿病検査装置の賃貸借について、次のとお

り一般競争入札を行う。 

令和４年３月15日 

新潟県立坂町病院長 本間 則行  

１ 入札に付する事項 

(1) 品名及び数量 

糖尿病検査装置 一式 

(2) 調達案件の仕様等 

入札説明書による。 

(3) 契約期間 

令和４年６月１日（火）から令和９年５月31日（火） 

(4) 納入場所 

新潟県立坂町病院 

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当 

 該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの 

 で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった 

 金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

(3) 新潟県暴力団排除条例第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を

有する者でないこと。 

(4) 本調達に係る入札説明書の交付を受けていること。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

郵便番号 959－3193 

新潟県村上市下鍜冶屋589番地 

新潟県立坂町病院経営課 

電話番号 0254－62－3111 内線422 

(2) 入札説明書の交付方法 

本公告の日から前記３(1)の交付場所で交付する。 

(3) 入札参加資格確認申請書及び応札仕様書の提出期限 

令和４年３月23日（水）午後５時00分 

４ 入札、開札の日時及び場所 

令和４年３月28日（月）午後１時30分 

新潟県立坂町病院 講堂 

５ その他 

(1) 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 



令和４年３月15日(火) 新  潟  県  報 第20号 

24 

(2) 入札保証金 

見積もる契約金額（機器一式の１ヶ月当たりの賃貸借料）に12を乗じて得た金額の100分の５に相当する金

額以上の金額を納付すること。ただし、新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県病院局管理規程第５号。以

下「規程」という｡)第196条第３項第１号又は第３号に該当する場合は、免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県 

 病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第186条第３項第１号又は第３号に該当する場合は、免除する。 

(4) 入札者に要求される事項 

この一般競争入札に参加を希望する者は、新潟県立坂町病院の交付する入札説明書に基づき応札仕様書を

作成し、前記３(3)により提出しなければならない。 

なお、提出された書類について、説明を求められた場合は、これに応じなければならない。 

(5) 入札の無効 

本公告に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ

を無効とする。 

(6) 契約書作成の要否 要 

(7) 落札者の決定方法 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の 

 規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす 

 る。 

(8) 契約の停止等 

  当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

  また、令和４年度新潟県病院事業関係予算が議決されなかった等の場合、本件調達の手続きについて停止

の措置を行うことがある。 

(9) その他 

 ア 契約の締結に際しては､｢暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない｡(提出がないとき

は、契約を締結しない場合がある｡) 

 イ 詳細は入札説明書による。 

 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、物流管理システム業務委託について、次のと

おり一般競争入札を行う。 

令和４年３月15日 

新潟県立中央病院長 長谷川 正樹 

１ 入札に付する事項 

(1) 購入等件名及び数量 

  新潟県立中央病院 物流管理システム業務委託一式 

(2) 調達案件の仕様等 

  入札説明書による。 

(3) 履行期間 

  令和４年４月１日から令和５年３月31日まで 

(4) 納入場所 

  新潟県立中央病院 

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの

で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

(3) 会社更生法（平成14年法律第154号）による更生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 
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(4) 民事再生法（平成11年法律第225号）による再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

(5) 新潟県暴力団排除条例第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を

有する者でないこと。 

(6) 200床以上の病床数を有する病院において、当該業務を平成30年１月１日以降、12ヶ月以上継続して行っ

た実績を有することを証明した者であること。 

(7) 本調達に係る入札説明書の交付を受けていること。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  郵便番号 943－0192 

  新潟県上越市新南町205番地 

  新潟県立中央病院経営課経営係 

  電話番号 025－522－7711 内線2323 

(2) 入札説明書の交付方法 

  本公告の日から前記３(1)の交付場所で交付する。 

(3) 入札参加資格確認書類の提出期限 

  令和４年３月23日（水）午後５時15分 

４ 入札、開札の日時及び場所 

 令和４年３月28日（月）午前10時00分 

 新潟県立中央病院 講堂１ 

５ その他 

(1) 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

  入札金額に消費税及び地方消費税を加算した額の100分の５に相当する金額以上の金額とする。ただし、新

潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第196条第３項第１号に

該当する場合は免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、規程第186条第３項第１号又は第３号に

該当する場合は、免除する。 

(4) 入札者に要求される事項 

   この一般競争入札に参加を希望する者は、新潟県立中央病院の交付する入札説明書に基づき上記２に規定

する入札参加資格を証明する書類を、前記３(3)により提出しなければならない。 

  なお、提出された書類について、説明を求められた場合は、これに応じなければならない。 

(5) 入札の無効 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ

を無効とする。 

(6) 契約書作成の要否 要 

(7) 暴力団等の排除 

  ア 誓約書の提出 

契約の締結に際しては､｢暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない｡(提出がないとき 

は、契約を締結しない場合がある｡) 

  イ 不当介入に対する通報報告 

契約の履行に当たり暴力団関係者から不当介入を受けた場合、警察及び発注者へ通報報告を行うこと。 

(8) 落札者の決定方法 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の

規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす

る。 

(9) 契約の停止等 

  当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

また、令和４年度新潟県病院事業会計予算が議決されなかった等の場合、調達の手続きについて停止の措

置を行うことがある。 
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(10)  その他 

   詳細は入札説明書による。 

 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、植栽管理業務委託について、次のとおり一般

競争入札を行う。 

令和４年３月15日 

新潟県立中央病院長 長谷川 正樹 

１ 入札に付する事項 

(1) 購入等件名及び数量 

  新潟県立中央病院 植栽管理業務委託一式 

(2) 調達案件の仕様等 

  入札説明書による。 

(3) 履行期間 

  令和４年４月１日から令和５年３月31日まで 

(4) 納入場所 

  新潟県立中央病院 

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの

で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

(1) 新潟県建設工事入札参加資格審査規程（昭和58年12月23日新潟県告示第3296号。以下「入札参加資格審査

規程」という｡)第２条第１項又は第２項第１号若しくは第２号に該当しないこと。 

(2) 入札参加資格審査規程の規定に基づく入札参加資格の審査を受け、令和２・３年度新潟県建設工事等入札

参加資格審査に「造園工事」業者として登録されており、かつ令和４・５年度新潟県建設工事等入札参加資

格審査に「造園工事」業者として申請していること。 

  (3) 上越市に主たる営業所を有すること。 

  (4) 当該調達に係る入札説明書の交付を受けていること。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  郵便番号 943－0192 

  新潟県上越市新南町205番地 

  新潟県立中央病院経営課経営係 

  電話番号 025－522－7711 内線2323 

(2) 入札説明書の交付方法 

  本公告の日から前記３(1)の交付場所で交付する。 

(3) 入札参加資格確認書類の提出期限 

  令和４年３月23日（水）午後５時15分 

４ 入札、開札の日時及び場所 

 令和４年３月28日（月）午前10時30分 

 新潟県立中央病院 講堂１ 

５ その他 

(1) 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

  入札金額に消費税及び地方消費税を加算した額の100分の５に相当する金額以上の金額とする。ただし、新

潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第196条第３項第１号に

該当する場合は免除する。 

(3) 契約保証金 
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  契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、規程第186条第３項第１号又は第３号に

該当する場合は、免除する。 

(4) 入札者に要求される事項 

   この一般競争入札に参加を希望する者は、新潟県立中央病院の交付する入札説明書に基づき上記２に規定

する入札参加資格を証明する書類を、前記３(3)により提出しなければならない。 

  なお、提出された書類について、説明を求められた場合は、これに応じなければならない。 

(5) 入札の無効 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ 

を無効とする。 

(6) 契約書作成の要否 要 

(7) 暴力団等の排除 

  ア 誓約書の提出 

契約の締結に際しては､｢暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない｡(提出がないとき 

は、契約を締結しない場合がある｡) 

  イ 不当介入に対する通報報告 

契約の履行に当たり暴力団関係者から不当介入を受けた場合、警察及び発注者へ通報報告を行うこと。 

(8) 落札者の決定方法 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の

規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす

る。 

(9) 契約の停止等 

  当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

また、令和４年度新潟県病院事業会計予算が議決されなかった等の場合、調達の手続きについて停止の措

置を行うことがある。 

(10) その他 

  詳細は入札説明書による。 

 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、消防用・防火設備等保守点検業務委託につい

て、次のとおり一般競争入札を行う。 

令和４年３月15日 

新潟県立中央病院長 長谷川 正樹 

１ 入札に付する事項 

(1) 購入等名及び数量 

  新潟県立中央病院 消防用・防火設備等保守点検業務委託一式 

(2) 調達案件の仕様等 

  入札説明書による。 

(3) 履行期間 

  令和４年４月１日から令和５年３月31日まで 

(4) 納入場所 

  新潟県立中央病院 

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当 

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの 

で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった 

金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

  (1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

  (2) 指名停止期間中の者でないこと。 

  (3) 会社更生法（平成14年法律第154号）による更生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

  (4) 民事再生法（平成11年法律第225号）による再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 
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  (5) 新潟県暴力団排除条例（平成23年新潟県条例第23号）第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と 

社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

  (6) 200床以上の病床数を有する病院の消防用設備等保守点検業務を平成30年１月１日以降12ヶ月以上継続して 

行った実績を有することを証明した者であること。 

  (7) 当該業務において、点検可能な消防設備士、消防設備点検資格者、一級建築士、二級建築士又は防火設備 

検査資格者を業務に配置できること。 

  (8) 一般財団法人新潟県消防設備協会表示登録会員であること。 

  (9) 当該調達に係る入札説明書の交付を受けていること。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  郵便番号 943－0192 

  新潟県上越市新南町205番地 

  新潟県立中央病院経営課経営係 

  電話番号 025－522－7711 内線2323 

(2) 入札説明書の交付方法 

  本公告の日から前記３(1)の交付場所で交付する。 

(3) 入札参加資格確認書類の提出期限 

  令和４年３月23日（水）午後５時15分 

４ 入札、開札の日時及び場所 

 令和４年３月29日（火）午前11時00分 

 新潟県立中央病院 講堂１ 

５ その他 

(1) 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

  入札金額に消費税及び地方消費税を加算した額の100分の５に相当する金額以上の金額とする。ただし、新

潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第196条第３項第１号に

該当する場合は免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、規程第186条第３項第１号又は第３号に

該当する場合は、免除する。 

(4) 入札者に要求される事項 

   この一般競争入札に参加を希望する者は、新潟県立中央病院の交付する入札説明書に基づき上記２に規定

する入札参加資格を証明する書類を、前記３(3)により提出しなければならない。 

  なお、提出された書類について、説明を求められた場合は、これに応じなければならない。 

(5) 入札の無効 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ 

を無効とする。 

(6) 契約書作成の要否 要 

(7) 暴力団等の排除 

  ア 誓約書の提出 

契約の締結に際しては､｢暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない｡(提出がないとき 

は、契約を締結しない場合がある｡) 

  イ 不当介入に対する通報報告 

契約の履行に当たり暴力団関係者から不当介入を受けた場合、警察及び発注者へ通報報告を行うこと。 

(8) 落札者の決定方法 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の 

規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす

る。 

(9) 契約の停止等 

  当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 
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また、令和４年度新潟県病院事業会計予算が議決されなかった等の場合、調達の手続きについて停止の措

置を行うことがある。 

(10) その他 

  詳細は入札説明書による。 

 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、一般廃棄物処理業務委託について、次のとお

り一般競争入札を行う。 

令和４年３月15日 

新潟県立中央病院長 長谷川 正樹 

１ 入札に付する事項 

(1) 購入等件名及び数量 

  新潟県立中央病院 一般廃棄物処理業務委託一式 

(2) 調達案件の仕様等 

  入札説明書による。 

(3) 履行期間 

  令和４年４月１日から令和５年３月31日まで 

(4) 納入場所 

  新潟県立中央病院 

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当 

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの 

で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった 

金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

  (1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

  (2) 指名停止期間中の者でないこと。 

  (3) 会社更生法（平成14年法律第154号）による更生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

  (4) 民事再生法（平成11年法律第225号）による再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

  (5) 新潟県暴力団排除条例第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を 

有する者でないこと。 

  (6)「廃棄物の処理及び清掃に関する法律｣(昭和45年法律第137号。以下「廃棄物処理法」という｡)及び関係法 

令等に基づき当該業務を実施するために必要な許可を受けていること。 

  (7) 過去に廃棄物処理法第14条の３の２に規定する許可の取消しの処分を受けていない者であること。 

  (8) 当該調達に係る入札説明書の交付を受けていること。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  郵便番号 943－0192 

  新潟県上越市新南町205番地 

  新潟県立中央病院経営課経営係 

  電話番号 025－522－7711 内線2323 

(2) 入札説明書の交付方法 

  本公告の日から前記３(1)の交付場所で交付する。 

(3) 参加資格確認書類の提出期限 

  令和４年３月23日（水）午後５時15分 

４ 入札、開札の日時及び場所 

 令和４年３月29日（火）午前10時00分 

 新潟県立中央病院 講堂１ 

５ その他 

(1) 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 
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(2) 入札保証金 

  入札金額に消費税及び地方消費税を加算した額の100分の５に相当する金額以上の金額とする。ただし、新

潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第196条第３項第１号に

該当する場合は免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、規程第186条第３項第１号又は第３号に

該当する場合は、免除する。 

(4) 入札者に要求される事項 

   この一般競争入札に参加を希望する者は、新潟県立中央病院の交付する入札説明書に基づき上記２に規定

する入札参加資格を証明する書類を、前記３(3)により提出しなければならない。 

  なお、提出された書類について、説明を求められた場合は、これに応じなければならない。 

(5) 入札の無効 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ 

を無効とする。 

(6) 契約書作成の要否 要 

(7) 暴力団等の排除 

  ア 誓約書の提出 

契約の締結に際しては､｢暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない｡(提出がないとき 

は、契約を締結しない場合がある｡) 

  イ 不当介入に対する通報報告 

契約の履行に当たり暴力団関係者から不当介入を受けた場合、警察及び発注者へ通報報告を行うこと。 

(8) 落札者の決定方法 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の

規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす

る。 

(9) 契約の停止等 

  当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

また、令和４年度新潟県病院事業会計予算が議決されなかった等の場合、調達の手続きについて停止の措

置を行うことがある。 

(10) その他 

  詳細は入札説明書による。 

 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、汚水処理設備保守点検業務委託について、次

のとおり一般競争入札を行う。 

令和４年３月15日 

新潟県立中央病院長 長谷川 正樹 

１ 入札に付する事項 

(1) 業務の件名及び数量 

  新潟県立中央病院 汚水処理設備保守点検業務委託一式 

(2) 調達案件の仕様等 

  入札説明書による。 

(3) 履行期間 

  令和４年４月１日から令和５年３月31日まで 

(4) 納入場所 

  新潟県立中央病院 

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当 

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの 

で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった 

金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 
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２ 入札参加資格 

  (1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

  (2) 指名停止期間中の者でないこと。 

  (3) 会社更生法（平成14年法律第154号）による更生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

  (4) 民事再生法（平成11年法律第225号）による再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

  (5) 新潟県暴力団排除条例（平成23年新潟県条例第23号）第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と 

社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

  (6) 新潟県浄化槽保守点検業者の登録に関する条例（昭和60年新潟県条例第34号）により浄化槽保守点検業を 

営もうとする区域を上越市若しくは旧上越市として新潟県知事の登録を受けていること。 

  (7) 当該業務において、点検可能な浄化槽管理技術者を業務に配置できること。 

  (8) 当該調達に係る入札説明書の交付を受けていること。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  郵便番号 943－0192 

  新潟県上越市新南町205番地 

  新潟県立中央病院経営課経営係 

  電話番号 025－522－7711 内線2323 

(2) 入札説明書の交付方法 

  本公告の日から前記３(1)の交付場所で交付する。 

(3) 入札参加資格確認書類の提出期限 

  令和４年３月23日（水）午後５時15分 

４ 入札、開札の日時及び場所 

 令和４年３月28日（月）午前11時30分 

 新潟県立中央病院 講堂１ 

５ その他 

(1) 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

  入札金額に消費税及び地方消費税を加算した額の100分の５に相当する金額以上の金額とする。ただし、新

潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第196条第３項第１号に

該当する場合は免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、規程第186条第３項第１号又は第３号に

該当する場合は、免除する。 

(4) 入札者に要求される事項 

   この一般競争入札に参加を希望する者は、新潟県立中央病院の交付する入札説明書に基づき上記２に規定

する入札参加資格を証明する書類を、前記３(3)により提出しなければならない。 

  なお、提出された書類について、説明を求められた場合は、これに応じなければならない。 

(5) 入札の無効 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ

を無効とする。 

(6) 契約書作成の要否 要 

(7) 暴力団等の排除 

  ア 誓約書の提出 

契約の締結に際しては､｢暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない｡(提出がないとき

は、契約を締結しない場合がある｡) 

  イ 不当介入に対する通報報告 

契約の履行に当たり暴力団関係者から不当介入を受けた場合、警察及び発注者へ通報報告を行うこと。 

(8) 落札者の決定方法 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の 

規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者する。 
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(9) 契約の停止等 

当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

また、令和４年度新潟県病院事業会計予算が議決されなかった等の場合、調達の手続きについて停止の措

置を行うことがある。 

(10) その他 

   詳細は入札説明書による。 

 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、警備業務委託について、次のとおり一般競争

入札を行う。 

令和４年３月15日 

新潟県立中央病院長 長谷川 正樹 

１ 入札に付する事項 

(1) 購入等件名及び数量 

  新潟県立中央病院 警備業務委託一式 

(2) 調達案件の仕様等 

  入札説明書による。 

(3) 履行期間 

  令和４年４月１日から令和５年３月31日まで 

(4) 納入場所 

  新潟県立中央病院 

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当 

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの 

で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった 

金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

  (1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

  (2) 指名停止期間中の者でないこと。 

  (3) 会社更生法（平成14年法律第154号）による更生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

  (4) 民事再生法（平成11年法律第225号）による再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

  (5) 新潟県暴力団排除条例第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を 

有する者でないこと。 

(6) 警備業法（昭和47年法律第117号）に定める認定証の交付を受けていること。 

  (7) 200床以上の病床数を有する病院の警備業務を、平成30年１月１日以降、12ヶ月以上継続して行った実績 

を有することを証明した者であること。 

  (8) 当該調達に係る入札説明書の交付を受けていること。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  郵便番号 943－0192 

  新潟県上越市新南町205番地 

  新潟県立中央病院経営課経営係 

  電話番号 025－522－7711 内線2323 

(2) 入札説明書の交付方法 

  本公告の日から前記３(1)の交付場所で交付する。 

(3) 入札参加資格確認書類の提出期限 

  令和４年３月23日（水）午後５時15分 

４ 入札、開札の日時及び場所 

 令和４年３月28日（月）午後１時30分 

 新潟県立中央病院 講堂１ 

５ その他 
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(1) 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

  入札金額に消費税及び地方消費税を加算した額の100分の５に相当する金額以上の金額とする。ただし、新

潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第196条第３項第１号に

該当する場合は免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、規程第186条第３項第１号又は第３号に

該当する場合は、免除する。 

(4) 入札者に要求される事項 

   この一般競争入札に参加を希望する者は、新潟県立中央病院の交付する入札説明書に基づき上記２に規定

する入札参加資格を証明する書類を、前記３(3)により提出しなければならない。 

  なお、提出された書類について、説明を求められた場合は、これに応じなければならない。 

(5) 入札の無効 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ 

を無効とする。 

(6) 契約書作成の要否 要 

(7) 暴力団等の排除 

  ア 誓約書の提出 

契約の締結に際しては､｢暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない｡(提出がないとき 

は、契約を締結しない場合がある｡) 

  イ 不当介入に対する通報報告 

契約の履行に当たり暴力団関係者から不当介入を受けた場合、警察及び発注者へ通報報告を行うこと。 

(8) 落札者の決定方法 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の 

規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす

る。 

(9) 契約の停止等 

  当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

また、令和４年度新潟県病院事業会計予算が議決されなかった等の場合、調達の手続きについて停止の措

置を行うことがある。 

(10) その他 

  詳細は入札説明書による。 

 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、構内環境整備業務委託について、次のとおり

一般競争入札を行う。 

令和４年３月15日 

新潟県立中央病院長 長谷川 正樹 

１ 入札に付する事項 

(1) 購入等件名及び数量 

  新潟県立中央病院 構内環境整備業務委託一式 

(2) 調達案件の仕様等 

  入札説明書による。 

(3) 履行期間 

  令和４年４月１日から令和５年３月31日まで 

(4) 納入場所 

  新潟県立中央病院 

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当 

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの 
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で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった 

金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

  (1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

  (2) 指名停止期間中の者でないこと。 

  (3) 会社更生法（平成14年法律第154号）による更生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

  (4) 民事再生法（平成11年法律第225号）による再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

  (5) 新潟県暴力団排除条例第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を 

有する者でないこと。 

(6) 200床以上の病床数を有する病院の構内環境整備業務を、平成30年１月１日以降、12ヶ月以上継続して行

った実績を有することを証明した者であること。 

(7) 当該調達に係る入札説明書の交付を受けていること。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  郵便番号 943－0192 

  新潟県上越市新南町205番地 

  新潟県立中央病院経営課経営係 

  電話番号 025－522－7711 内線2323 

(2) 入札説明書の交付方法 

  本公告の日から前記３(1)の交付場所で交付する。 

(3) 入札参加資格確認書類の提出期限 

  令和４年３月23日（水）午後５時15分 

４ 入札、開札の日時及び場所 

 令和４年３月28日（月）午後２時00分 

 新潟県立中央病院 講堂１ 

５ その他 

(1) 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

  入札金額に消費税及び地方消費税を加算した額の100分の５に相当する金額以上の金額とする。ただし、新

潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第196条第３項第１号に

該当する場合は免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、規程第186条第３項第１号又は第３号に

該当する場合は、免除する。 

(4) 入札者に要求される事項 

   この一般競争入札に参加を希望する者は、新潟県立中央病院の交付する入札説明書に基づき上記２に規定

する入札参加資格を証明する書類を、前記３(3)により提出しなければならない。 

  なお、提出された書類について、説明を求められた場合は、これに応じなければならない。 

(5) 入札の無効 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ 

を無効とする。 

(6) 契約書作成の要否 要 

(7) 暴力団等の排除 

  ア 誓約書の提出 

契約の締結に際しては､｢暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない｡(提出がないとき 

は、契約を締結しない場合がある｡) 

  イ 不当介入に対する通報報告 

契約の履行に当たり暴力団関係者から不当介入を受けた場合、警察及び発注者へ通報報告を行うこと。 

(8) 落札者の決定方法 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の 
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規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす

る。 

(9) 契約の停止等 

  当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

また、令和４年度新潟県病院事業会計予算が議決されなかった等の場合、調達の手続きについて停止の措

置を行うことがある。 

(10) その他 

  詳細は入札説明書による。 

 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、中央滅菌材料室等業務委託について、次のと

おり一般競争入札を行う。 

令和４年３月15日 

新潟県立中央病院長 長谷川 正樹 

１ 入札に付する事項 

(1) 購入等件名及び数量 

  新潟県立中央病院 中央滅菌材料室等業務委託一式 

(2) 調達案件の仕様等 

  入札説明書による。 

(3) 履行期間 

  令和４年４月１日から令和５年３月31日まで 

(4) 納入場所 

  新潟県立中央病院 

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの

で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

(3) 会社更生法（平成14年法律第154号）による更生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

(4) 民事再生法（平成11年法律第225号）による再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

(5) 新潟県暴力団排除条例第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を

有する者でないこと。 

(6) 医療関連サービスマーク制度による院内滅菌消毒業務の認定を受けている者であること。 

(7) 医療関連サービスマーク制度による院外滅菌消毒業務の認定を受けている滅菌センターを有するものであ

ること。 
(8) 本調達に係る入札説明書の交付を受けていること。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  郵便番号 943－0192 

  新潟県上越市新南町205番地 

  新潟県立中央病院経営課経営係 

  電話番号 025－522－7711 内線2323 

(2) 入札説明書の交付方法 

  本公告の日から前記３(1)の交付場所で交付する。 

(3) 入札参加資格確認書類の提出期限 

  令和４年３月23日（水）午後５時15分 

４ 入札、開札の日時及び場所 

 令和４年３月29日（火）午前10時30分 
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 新潟県立中央病院 講堂１ 

５ その他 

(1) 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

  入札金額に消費税及び地方消費税を加算した額の100分の５に相当する金額以上の金額とする。ただし、新

潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第196条第３項第１号に

該当する場合は免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、規程第186条第３項第１号又は第３号に

該当する場合は、免除する。 

(4) 入札者に要求される事項 

   この一般競争入札に参加を希望する者は、新潟県立中央病院の交付する入札説明書に基づき上記２に規定

する入札参加資格を証明する書類を、前記３(3)により提出しなければならない。 

  なお、提出された書類について、説明を求められた場合は、これに応じなければならない。 

(5) 入札の無効 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ

を無効とする。 

(6) 契約書作成の要否 要 

(7) 暴力団等の排除 

  ア 誓約書の提出 

契約の締結に際しては､｢暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない｡(提出がないとき 

は、契約を締結しない場合がある｡) 

  イ 不当介入に対する通報報告 

契約の履行に当たり暴力団関係者から不当介入を受けた場合、警察及び発注者へ通報報告を行うこと。 

(8) 落札者の決定方法 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の

規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす

る。 

(9) 契約の停止等 

  当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

また、令和４年度新潟県病院事業会計予算が議決されなかった等の場合、調達の手続きについて停止の措

置を行うことがある。 

(10) その他 

   詳細は入札説明書による。 

 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、医療ガス設備保守点検業務委託について、次

のとおり一般競争入札を行う。 

令和４年３月15日 

新潟県立中央病院長 長谷川 正樹 

１ 入札に付する事項 

(1) 購入等件名及び数量 

  新潟県立中央病院 医療ガス設備保守点検業務委託一式 

(2) 調達案件の仕様等 

  入札説明書による。 

(3) 履行期間 

  令和４年４月１日から令和５年３月31日まで 

(4) 納入場所 

  新潟県立中央病院 

(5) 入札方法 



第20号 新  潟  県  報 令和４年３月15日(火) 

37 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当 

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの 

で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった 

金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

(3) 会社更生法（平成14年法律第154号）による更生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

(4) 民事再生法（平成11年法律第225号）による再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

(5) 新潟県暴力団排除条例（平成23年新潟県条例第23号）第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と

社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

  (6) 医療法（昭和23年法律第205号）第15条の２に基づき、同法施行規則第９条の13に規定する要件を満足でき

る者であること。 

  (7) 当該調達に係る入札説明書の交付を受けていること。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  郵便番号 943－0192 

  新潟県上越市新南町205番地 

  新潟県立中央病院経営課経営係 

  電話番号 025－522－7711 内線2323 

(2) 入札説明書の交付方法 

  本公告の日から前記３(1)の交付場所で交付する。 

(3) 入札参加資格確認書類の提出期限 

  令和４年３月23日（水）午後５時15分 

４ 入札、開札の日時及び場所 

 令和４年３月28日（月）午前11時00分 

 新潟県立中央病院 講堂１ 

５ その他 

(1) 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

  入札金額に消費税及び地方消費税を加算した額の100分の５に相当する金額以上の金額とする。ただし、新

潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第196条第３項第１号に

該当する場合は免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、規程第186条第３項第１号又は第３号に

該当する場合は、免除する。 

(4) 入札者に要求される事項 

   この一般競争入札に参加を希望する者は、新潟県立中央病院の交付する入札説明書に基づき上記２に規定

する入札参加資格を証明する書類を、前記３(3)により提出しなければならない。 

  なお、提出された書類について、説明を求められた場合は、これに応じなければならない。 

(5) 入札の無効 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ

を無効とする。 

(6) 契約書作成の要否 要 

(7) 暴力団等の排除 

  ア 誓約書の提出 

契約の締結に際しては､｢暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない｡(提出がないとき 

は、契約を締結しない場合がある｡） 

  イ 不当介入に対する通報報告 

契約の履行に当たり暴力団関係者から不当介入を受けた場合、警察及び発注者へ通報報告を行うこと。 
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(8) 落札者の決定方法 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の

規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす

る。 

(9) 契約の停止等 

  当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

また、令和４年度新潟県病院事業会計予算が議決されなかった等の場合、調達の手続きについて停止の措

置を行うことがある。 

 (10) その他 

   詳細は入札説明書による。 

 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、病棟等環境整備業務委託について、次のとお

り一般競争入札を行う。 

令和４年３月15日 

新潟県立中央病院長 長谷川 正樹 

１ 入札に付する事項 

(1) 購入等件名及び数量 

  新潟県立中央病院 病棟等環境整備業務委託一式 

(2) 調達案件の仕様等 

  入札説明書による。 

(3) 履行期間 

  令和４年４月１日から令和５年３月31日まで 

(4) 納入場所 

  新潟県立中央病院 

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの

で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

(3) 会社更生法（平成14年法律第154号）による更生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

(4) 民事再生法（平成11年法律第225号）による再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

(5) 新潟県暴力団排除条例第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を

有する者でないこと。 

(6) 200床以上の病床数を有する病院において、当該業務を平成30年１月１日以降、12ヶ月以上継続して行っ

た実績を有することを証明した者であること。 

(7) 本調達に係る入札説明書の交付を受けていること。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  郵便番号 943－0192 

  新潟県上越市新南町205番地 

  新潟県立中央病院経営課経営係 

  電話番号 025－522－7711 内線2323 

(2) 入札説明書の交付方法 

  本公告の日から前記３(1)の交付場所で交付する。 

(3) 入札参加資格確認書類の提出期限 

  令和４年３月23日（水）午後５時15分 

４ 入札、開札の日時及び場所 
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 令和４年３月28日（月）午後２時30分 

 新潟県立中央病院 講堂１ 

５ その他 

(1) 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

  入札金額に消費税及び地方消費税を加算した額の100分の５に相当する金額以上の金額とする。ただし、新

潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第196条第３項第１号に

該当する場合は免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、規程第186条第３項第１号又は第３号に

該当する場合は、免除する。 

(4) 入札者に要求される事項 

   この一般競争入札に参加を希望する者は、新潟県立中央病院の交付する入札説明書に基づき上記２に規定

する入札参加資格を証明する書類を、前記３(3)により提出しなければならない。 

  なお、提出された書類について、説明を求められた場合は、これに応じなければならない。 

(5) 入札の無効 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ

を無効とする。 

(6) 契約書作成の要否 要 

(7) 暴力団等の排除 

  ア 誓約書の提出 

契約の締結に際しては､｢暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない｡(提出がないとき 

は、契約を締結しない場合がある｡) 

  イ 不当介入に対する通報報告 

契約の履行に当たり暴力団関係者から不当介入を受けた場合、警察及び発注者へ通報報告を行うこと。 

(8) 落札者の決定方法 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の

規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす

る。 

(9) 契約の停止等 

  当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

また、令和４年度新潟県病院事業会計予算が議決されなかった等の場合、調達の手続きについて停止の措

置を行うことがある。 

(10) その他 

   詳細は入札説明書による。 

 


	主　　要　　目　　次
	告　　　示
	◎新潟県告示第254号
	◎新潟県告示第255号
	◎新潟県告示第256号
	◎新潟県告示第257号
	◎新潟県告示第258号
	◎新潟県告示第259号
	◎新潟県告示第260号
	◎新潟県告示第261号
	◎新潟県告示第262号
	◎新潟県告示第263号
	◎新潟県告示第264号
	◎新潟県告示第265号
	◎新潟県告示第266号
	◎新潟県告示第267号
	◎新潟県告示第268号
	◎新潟県告示第269号
	◎新潟県告示第270号
	◎新潟県告示第271号
	◎新潟県告示第272号
	◎新潟県告示第273号
	◎新潟県告示第274号
	◎新潟県告示第275号
	◎新潟県告示第276号
	◎新潟県告示第277号
	◎新潟県告示第278号
	◎新潟県告示第279号
	◎新潟県告示第280号
	◎新潟県告示第281号
	◎新潟県告示第282号
	◎新潟県告示第283号
	◎新潟県告示第284号
	◎新潟県告示第285号
	◎新潟県告示第286号
	◎新潟県告示第287号
	◎新潟県告示第288号
	◎新潟県告示第289号
	◎新潟県告示第290号
	◎新潟県告示第291号
	◎新潟県告示第292号

	公　　　告
	大規模小売店舗の届出に対する市町村等の意見について（公告）
	令和４年度技能検定（随時２級、随時３級、基礎級）の実施について（公告）

	病院局公告
	一般競争入札の実施について（公告）
	一般競争入札の実施について（公告）
	一般競争入札の実施について（公告）
	一般競争入札の実施について（公告）
	一般競争入札の実施について（公告）
	一般競争入札の実施について（公告）
	一般競争入札の実施について（公告）
	一般競争入札の実施について（公告）
	一般競争入札の実施について（公告）
	一般競争入札の実施について（公告）
	一般競争入札の実施について（公告）
	一般競争入札の実施について（公告）


